	建築基準法第12条第５項の規定に基づく報告書
　　（西暦）２０２１年１１月　１日　　
　長崎県　知事　様
長崎県　建築主事　様　
報告者（建築主等）

住所　長崎市尾上町３－１
氏名　建築　太郎
調査者（建築士等）

氏名　建築士　次郎
資格　１級建築士（大臣登録　第XXXXXX号）
事務所名称　長崎県建築設計事務所
事務所登録番号　（長崎県）知事登録第(20)-10XXX号
事務所電話番号　０９５－８９４－３０９３

	要旨（報告内容）
	第二別館において令和元年７月に建築確認を申請することなく、木造２０㎡の事務所を増築し、令和元年１２月より使用を開始した。１建第XXXX号により使用中止及び報告を求められたため、調査結果および是正計画を報告するもの

	報告に係る工事の関係者情報
	建築主
	住所　長崎市尾上町３－１
氏名　建築　太郎

	
	設計者
	氏名　建築士　次郎　（１級）建築士（大臣）登録第XXXXXX号

建築士事務所　長崎県建築設計事務所（長崎県）知事登録第(20)-10XXX号

	
	工事監理者
	氏名　建築士　次郎　（１級）建築士（大臣）登録第XXXXXX号

建築士事務所　長崎県建築設計事務所（長崎県）知事登録第(20)-10XXX号

	
	工事施工者
	住所　長崎市尾上町３－１
氏名　長崎県建設
建設業許可　（長崎県知事）許可（般－XX）第XXXXXX号

	建築物の概要等(合計)
	確認済証（当初）
	有 
	昭和５３年７月１８日　５３建第XX号（無確認増築部は無し）

	
	検査済証（最終）
	有
	平成　６年７月１８日　　５建第XX号（無確認増築部は無し）

	
	所在地
	長崎市江戸町２－１３

	
	敷地面積
	5,000.00㎡ 
	建築面積
	720.00㎡
	主要用途
	事務所・寄宿舎

	
	延べ面積
	3,220.00㎡ 
	構造
	RC造・S造・木造
	階数
	地上５階、地下０階

	添付書類
	別添１、□別添２、□顛末書、□委任状、□写真、□図面、□その他（実施工程表、工事監理記録、是正計画工程表）
※添付書類について□にチェックすること
※建築物の棟数や経歴が複数ある場合は、別紙の工事履歴一覧に記載し添付すること

	※下欄は記載しないこと

	処理欄
	
	受付欄
	



【別添１】法適合調査結果概要
	建築基準法および関係規定への適合状況
	法令及び条項
	適合しない事項

	
	【違反項目】※要是正
法第６条
法第２０条
令第38条
令第39条
令第46条
令第47条

法第２７条

	建築確認申請（増築）
木造部分が各構造基準に適合していない。
（基礎の構造）基礎配筋不明
（屋根ふき材の緊結）緊結方法不明

（必要壁量）存在壁量不足

（柱、はり等の緊結）緊結方法不明
本体が耐火建築物であるが、一体増築部は木造であり、基準を満たしていない。

	
	【既存不適格項目】
令１１２条第１９項
第二号
令１１２条第１９項
第一号

	昇降路区画　エレベーター扉の遮煙性能
防火設備（防火シャッター等）に危害防止機構の装着

	
	【上記の判断がつかない項目】※要是正

	

	調査者総括意見
	違反事項については、詳細な工事記録が残っておらず、適合性の判定が困難であり、また、法２７条の適合への改修は不可能である為、増築部分は年内に解体を行い、正規の手続きを経たうえで改めて増築工事を実施する。


【別添２】是正計画概要　※是正計画がある場合のみ作成
	建築基準法および関係規定に適合するための是正計画
	是正項目
	是正方法

	
	【違反項目】
法第２０条
法第２７条

	無確認増築部の解体
（年内に完了予定）


	
	【既存不適格項目】
令１１２条第１９項
第二号
令１１２条第１９項
第一号

	エレベーター扉および防火シャッターの取り換え
（増築の確認申請時に計画し、審査を受ける）

	
	【上記の判断がつかない項目】

	

	是正工事の設計および施工者
	建築主
	住所　長崎市尾上町３－１
氏名　建築　太郎

	
	設計者
	氏名　建築士　次郎　（１級）建築士（大臣）登録第XXXXXX号

建築士事務所　長崎県建築設計事務所（長崎県）知事登録第(20)-10XXX号

	
	工事監理者
	氏名　建築士　次郎　（１級）建築士（大臣）登録第XXXXXX号

建築士事務所　長崎県建築設計事務所（長崎県）知事登録第(20)-10XXX号

	
	工事施工者
（解体・増築とも）
	住所　長崎市尾上町３－１
氏名　長崎県建設
建設業許可　（長崎県知事）許可（般－XX）第XXXXXX号


簡潔に説明する事（詳細は顛末書に記載すること）





敷地全体のことについて記載すること





報告の対象となっている工事の関係者情報を記載すること





・違反項目や判断がつかない項目がある場合は、是正計画についても記載すること








